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北海道の畑作地帯における営

農用1・ラクターの共同利用組

織に関する一考察　（第1報）

～晒場セット事業成績をめぐって一一

七　戸　長　生

はしがき

　北海道における欝農用トラクターの普及台数

は，34年7月の統計によれば約1，500台に及ん

でいるQ瑠和22年当時には全道でわずか王7台，

25年当時でも46台を数えたにすぎなかったこの

面の機械化が，いかにめざましいテンポで門門

したかは第1表に明らかである。ところがこの

動肉をめぐっては，これを単なる流行的心理的

な現象としてとらえ，その生産的機能の発現を

ほとんどみとめないものや，逆にその生産的機

能を高く評価し，従来の憲力滞日体系の眼界を

打破するものとしてこれを積極的に推進しよう

とするものなど，論者によってその評億がさま

ざまにおこなわれている。このように，同一の

具体的な動向を対象としていながらもさまざま、

のことなった評価が与えられている陳國として

は・一つには現実の機械化がいまなお散発的に

しかおこなわれておらず，したがって多分に試

行錯誤的なケースが多いということに由来して

いるであろう。また一つには，従来の藩力作業

体系を，トラクター化によって大幡に変化せし

め，あらたに再編整備するという内面的質的な

過程が，台数の上にみられる普及の外颪的量的

な過程と，必らずしも並行酌に進行していない1

ということにも由来しているであろう。実は，

上述のごとくすでに約1，500台（入によっては

約2，0。o台ともいわれている）のトラクタ＿が

導入されてはいるが，その機種の選択において

　も，その利用方法，瀦用体系に関しても，濁在

　なお，個溺農家の「高鏑な達試行錯誤が続けら

れているというのが，毛糸であるといえよう。

　　しかし，もっと重要なことは，現実のトラク

　ター化が，著るしい地域性ならびに階層性をも

つて進展しているということに關連ずる。すな

わち，地域酌には十勝の70～80戸に圭台の割合

の普及密度を筆頭に，釧路，網走宗谷などの

地域の普及密度がきわめて高い。また階層的に

　　　　　　　　　　ザは，第2表に示すごとく，10町以上履あるいは

7．5晦以上層において，　その普及台数が多くな

っている昏　（このトラクターの普及の地域差と

階履差をかみあわせれば，その普及密度のかた

よりは更に顕著なものとなる。）前述のごとく

現実のトラクター化に対する評働がさまざまに

おこなわれているのも，かような地∫或性や階旛

性にかかわるところがきわめて大きいものと思

われる。そして今後のトラクター化の選展に闘

連して問題となるのもこの点にほかならない。

すなわち，トラクター利用のもたらす生産技術

上の倉理働軽営鐙斉的に貫徹されカミたい小規

模な階層や，トラクターの導入に際して必要と

なる資金の蓄積の園難な低位生産地帯において

は・トラクター化が仲々進みがたいが，それだ

からというて男在のように特定の階瘤や特定の

地域に眼定的なものであってはならないひむし

ろかような経営階層や地帯におし・てこそ，機械

化による生産力の発展が切実に期待されている
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第i表 営農トラクターの普及概況

石

空

上

後

記

渡．

組

陰

十

釧

根

網

宗

留

全

狩

知

川

忠

山

島

振

高

勝

路

蜜

走

谷

一

道
（ii癩；を奮む）

営農iトラクター普及台数（ムロ）
．28年　i30年　13玉年　132脅三　1　　　34　　年

重9

6

タ

8

9

4

4圭

　i

12

27

　5

155

25

27

8

6

　4

13

　9

重09

23

　8

36

　3

　婆

275

　71（王50）

　181　（182）

　至36（164）

　70　（93）

　15　（3）

　11・（21）

　60　（44）

　47　（53）

　275　（327）

　60　（75）

　21（39）

　159　（235）

　64　（51）

　39　（25）

L490q，462）

トラクター1台当りの農家総茸数（戸）
28　　年　i31　　年　i　32　　年　i　　　34　　　年

　869

6，079

4，417

2，194

2，244

2炉7圭0

564

4，781

2，438

　218

1，638

圭，554

　635

　553

1，471

　652

5，109

1，228

　788

1，291

　169

　246

　372

　益55

2Q8

5圭3

412

　166

　324

　508

　492

2∫034

1，957

　565

　432

　165

　162

　249

　292

　212

　47，

　32う

　219（io4）

　189　（188）

　280　（232）

　241　（175）

　678（3，35｝7）

L772　（，28）

　至68　（229）

　202　（178）

　84　（7D

　128　（103）

　238　（玉28）

　177　（圭20）

　圭01（i28）

　199　（309）

　153　（i56）

註　工　28年，31年，32年，顕爵の数値は北海道農業善本調査の各年次統計による。但し，交愛別

　　　の数値には市部を含まず，全道総計には市部を含む。

　　2　30年の数値は工藤元，小野哲也r北海道縫業機械化の動向」帯広姦産大学学術研究報告

　　　VoL，2　No．2　132頁～133頁による。なおこの数値は各農機具販売店に対する調査から集

　　　計されたものである。

　　3　34年の嬌孤内の数値は，畢生連の昭和34年12月現在の調査によるもので，道の縫業藷本調

　　　査の数値とかなりことなるが，この場合にはおそらく市部も支庁別の計に加えられても・るた

　　　めかような差があるものと思われる。

　　・トラ・老司台麟す・鵬脚・・館、讐鍵，瀦数鰯・

　　　34年の括孤内の数傾は創生連の数値を培いて計算したものである。

からである。

　この場合，誰しも念頭に浮べるのは，かよ弓

な導入上，利用上の駐路を打開するためにおこ

なわれる共同機械化の方向である。その現状

は，営農用トラクターにおいては第3表のごと

くであって，総合数の1G％～2G％近くが共嗣で

導入されている。これは他の撲機具にくらべれ

ば共嗣化の度含の大きいものに属するといえよ

う。しかも共同化のウエイトの高い階層は，15

馬力未満のトラクターにおいては3～工0町潤，

15馬力以上のトラクターに．おいては2～151町厨

となっている。これはいずれも普及台数のもっ

とも多い階層よりも一段と小さい規模の階層に

相当する。そしてトテクターの馬力数の大小に

よって，この共購化の割合がかなり異り，また

年次的なのびにおいてもこの差異があらわれて

いることは注濤される。すなわち15馬力乗満の

ものにおいては，32年から34年にかけて総台数

が2．3倍にのびているのに，共有台数はさほど

のびておらず，共圃化の割含はio．9％から7．2

％に相対的に低下しているQこれに対して15馬

力以上のものにおいては総台数ののびは1．9倍

であるが，共有台数の方はこれを上阿る2．0倍と

なっており，共同化の離合も18．8％から20，2％

へと高まっている。要するに大馬力のトラクタ

ーにおいて共詞化の動向がかなり顕著にみとめ

られ，小馬力のトラクターにおいてはこれがや

やにぶいといえよう。

　ところで，共同トラクター化については，か

ように統計的にもかなり閣瞭にあらわれてお
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り，また薩接生産にたずさわる農罠はもとより

のこと，関係各方罰からも多大の関心がよせら

れているのであるが，その実態の掘握について

はこれまでほとんどおこなわれていなかった。

しかし，今後一層トラクター化を進展させるた

めには，日別的には導入上，利用上の回路によ

ってトラクター化できない階層において，いか

なる形のトラクター化を逓めるべきかという点

についての検討が緊急に必要である。本稿では

その準二段階として，国有貸付営農用トラクタ

ーめ共同利用のケースについて概猶的な分析を

こころみ，特にその共同利用の組織に関する薗

を中心的にとりあげて，今後の問題点を明らか

にしたい。本稿でとりあげる主要な課題は次の

二点である。

　1　共同利用纂業の現状はどうなっている

　　か。

　2　上述の事業成果と共隣利用組織とは，ど

　　のような点で，どのような関連をもつてい

　　るかQ

　更に，この共同利用組織に参加している個別

農家の経営にそくして，個々の農家にとって，

もっとも望ましい共問利用事業の運営のあり方

や共同利用組織のあり方も検討しなければなら

ないが，今圃は上述の二点にしぼって考察を進

め，共同利用組織に参加する個別経営について

の考察は次の機会にゆずることにしたい。　（こ

の問題については，34年度に北海道開発局局長：

官房開発調査課の委託をうけて，天北地域にお

ける実態調査をおこなった際，若干の分析を試

みたが，今後も畑作地帯についてP戸心的におこ

なう予定である。）

　周知のように昭和32年度から「寒冷地農業の

現状を打破し農業経営の安定と拡大再生産を期

するため」家畜及びホイール・トラクターの貸

付がおこなわれるようになった。「畑作経営改

善機械化対策審業」がこれで，32年度にはホイ

ール・トラクター及び付属f乍業機i28セットが貸

付された。これは一般に「鷹貸セット」と呼ばれ

ているが，この事業の特色は，それぞれの適応

した条件の地帯を選定して，その地帯の響定農

家集団にトラクターセットを貸付し，その農家

集団はトラクター利用組倉を自主的に組織して

その運営にあたるシステムになっていることで

ある。いわば自生的に形成されたものではない

にしても，一つの共溝利用のシステムが組織さ

れ，それを通じて利用運営がおこなわれている

という意味で，今後のトラクター化の展開の方

第2表 営農用トラクター普及の階層性（台数）
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註　北海道統計課「農業基本調査」より引用作成
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窮3蓑 トラクター共有台数の害拾及び32～鍛年の増加鰯合（％）
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　　　【参　考】主要農機具の共同所有台数の害1合（％）
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註　　撰li林省統計調査部　臼昭和30年臨時農業基本調査」

　ポケツト農林水産統計　1956～57年版より作成）

向に対して，有力な手懸りを与えるケースであ

るといえる。32年度の28セツトにつづいて，33

年度には30セツトが導入された。しかもこの事

業実績は，年々詳細な記帳をもとにして発表さ

れているため，データの処理の上からも依撫し

うる有力な資料となつているQもつとも築業実

施以来の経過年数が少いため，現在の段階でこ

れに紺して盤急な断定を与えるわけにいかない

し，資料そのものについても種々の制約がある

ことは忘れられない。

　そこで本稿では32年度に導入され，33年～35

年の三力年にわたつて利用されつつある前記28

セツトの利駕組合の資料をもとにして，33年，

34年のニカ年間の実績を分析し，主要な問題点

を指摘することにする。

全國

24．7

16，2

17．0

8。0

21．0

4．3

（29年9月1良現在）によつて算出（北海道

　1，利用組合の事業実績について

32年度に導入された28セツゆうち，14セッ

トは一般農家，のこり14セツトは開拓農家，の

集団で利用されている。　（33年度導入分につい

ては，14セツトが一般農家，16セツトが翻拓農

家となつているo）　この場合，一般農家の集団

と開拓農家の集照とでは，利用内容の面でかな

り大きな差があると考えられるので，以下では

一応区刷してとりあつかうことにする。その概

況は第4裏のごとくであつて，それぞれの利用

組合によつてその内容はかなりことなつている

が，次の諸点が指摘される。

　イ，総運転時閥は33年では最低3勢時間，最

　　高1，101時間，34年では最低312暁間，最窩

　　1．207時間，　というようにその差は大きい
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第4表 利用組合別事業実績概況
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　113，945

△　 130，783

　　4，848

　　30，217

　　　　0

　　25，263

　　26，937

　ユ65，658

　309，299

　203，416

　369，210

　　70，GOO

△

△

10，420

45，70愛

119，087

　5，040

　7，674

61，797

ユ5，000

　5，254

163，916

　L683
190，7荏4

　6950

　i70，750

　120，882

△　97，097

　147，602

　100，000

　　　　0

　　38，420

　　60，083

　363，565

　　65，665

実質纂業収支※※（円）

33年　　34　年

　　28，895

△　玉28，425

　　5，665

△　70，003

　236β06

　　蔓3，764

△　62，930

△　100，492

△　28，46ユ

ム　18，454

　　77，793

△　208，031

　　1LO62

△　玉25｝248

△　27，789

　　43，9婆5

△　200，783

△　65，152

△　39，783

△　70，0GO

△　44，737

ム　唾3，G63

　　，5，658

　239，299

　133，4圭6

　299，210

　　　　0

△　59，580

△　24，291

　　49，087

△　64，96G

△　62，326

△　　8，203

△　55，000

△　75，254

　　93，916

△　71，683

　i20，744

△　63，050

　10G♪750

　　50，882

△　167，0，7

　　77，602

　　30，000

△　70，000

△　31，580

△　　9，9三7

　293，565

△　　4，335

1　総還転時間数剛利用組合数

アワーメーター指数 33≒1，、三年i33開知 拓

34　　年

600時　間　未満 5（5） 41（蔓） 3（3） 7（5）

600～　800時間 5（5） 4（3） 7（7） 2（三）

800～1，0GO時間 3（3） 3（3） 3（3） 3（2）

1，000～1，200隠間’ 1（1） 3（2） 一 2（2）

計　（集計組合数） 14（iの 14（12） 13（13） 14（10）
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週　事業収支：の赤字の組合数 （）内は集計組合数に対する赤字組合の割合

アワーメーター指数

600時　間　未講
　600～　　800　時　聞

　800～1，000時間

1，000～1，2GO時間

　　　　計

般

33　　奪 34　年
3（60）

1（20）

0

0

4（29）

0

1（33）

0

0

1（8）

拓

33　　年 34 年

0

0

0

0

0

0

0

G

O

田　実質事業収支の※※赤字の組合数　（）内は集塵組合数に対する赤掌組含の割合

アワーメーター指数
，、般Nト3開鼠 径

33　　年 34 年

600時　間　乗　満 4（80） 3（75） 1（33） 3（60）

600～　800時間 4（80） 3（100） 5（71） 1（100）

800～1，0GO時間 G 2（67） 1（33） 1（50）

1，0GO～1，200時間 0 1（50）
一

0

計 8（57） 9（75） 7（54） 5（50）

謎　1

　　2

　　3

北海道生産連の関係資料より算閏作成　　　’

実質事業収支※は（施行料収入）一（積立金を含まぬ璽業支出算計）

実質購業収支※※は上から修理整備積立金70，00G円を控除したもの。

　が，800時間未満の組合が全体の60～7G％

　をしめている。

ロ，一 ﾊと開拓を比較すると，一般では33年

　よりも3荏年の方が運転時間がのびているの

　に対して，開拓ではむしろ逆に減少してい

　る傾向がみられる。

ハ，年次購業報告の数値によって事業収支を

　みると，33年には14．5万円の赤字組合を最

　低として，このほかに三つの赤字組合があ

　り，収支ゼロの組合は三つ，のこりは黒宇

　紐合で，最高30．9万円の黒字をだしている

　ものがこの中にある。ところが34年には赤

　字組合はただ一つとなり，大半は収支ゼロ

　の状態となっている。黒字紐会は五つで，

　最高は6．6万円の黒字となっている。

二，一 ﾊと開拓を比較すると，赤字組合は一

　般の方に多く，黒字の大きい組含は，特に

　33年においては，開拓の方に多い。しかし

　34年にはこの差はほとんどみられなくなつ

　ている。

ホ，しかし上述の蚕業収支の算出基礎をみる

　と，事業に霞接的に関連ぜぬ補助金などの

　　収入が算入されていたり，機械修理整備積

　　立金の支出額がきわめてまちまちだったり

　　しているでの，これらを整理して実質的な

　　事業i収支を試；算してみると，33年の赤字組

　　’合数は一般が8，開搭が7，34年のそれは

　　一般が9，開拓が5となっていて意外に赤

　　字組合が多くなる。

　へ，これを総運転時間数と関連づけてみる

　　と，6GO時聞未満の場合には，一般で75～

　　80％の継合が赤土となっており，開描では

　　33～60％が赤字となっている。600～800時

　　閲の場合でも，一般で80～100％の組合が

　　赤字，開拓で71～100％の組合が赤字とな

　　つている。これに対して8GO時間以上にな

　　ると赤宇組合のウエイトが低くなり，一般

　　で50～67％，開搦で50～54％が赤字の組含

　　となっている。要するに800時間未満の年

　　間総運転時間の場合には，事業収支が赤字

　　になる危険性が強いといえよう。

　以上の概況把握において注脚されることは，

一般的に共隅利用の長所であると考えられてい

るトラクターの利用度の増大　（利用時間の増
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窮4蓑（附表）

　33

　年

多度

（一　般）

33～34年の利薦時間の増減瑚組合数

6GO時闘朱満

600時間未満

3

600～　　800時閥

800～1，000時間

1

34年　度
600～　　　　　　800～
　800r…寺間　　　エ，GOO時間

　　　1　　　　　　　1

2 1

1，GOO～
　1，200時間

1，000～1，200時間

計

ユ

1

2

計

4

1

5

4

5

3

3 3

1

14

33

年

度

（開　拓）

600時間朱満

600時間未満

2

600～　　800時間 4

34年　度
600～　　　　　800～
　890時間　　　1，000時間

　　　一　　　　　　　1

800～1，000時間

2

ユ

1，000～
　1，200時聞

1，000～1，200時聞

計

1

1

1

計

7

3

2

7

2

3

2

0

13

大）や利用経済の合理化が，必ずしもいずれの

組合についても妥当するわけではなく，意外に

利耀時間の少いものや，利用察業が赤字となっ

ているもののあることがわかる。特に，この国

貸セットの利用においては，機械の減億償却費

が計上されず，その代りに機械の利用料が計上

されてはいるが減価償錦費よりも安上りについ

ているとみられるのに，利用事業が赤面となっ

ている組合のあることは，組織運営上の大きな

問題であるといわなければならない。

　もとより利用時間が少いといっても，その利

弔する作業の内容や，・利用組合に属する個々の

嫡家の経営形態のちがいによって，一概に取扱

うわけにいかないし，事業収支の赤字，黒寧と

いっても，上述の利用作業の種類のちがいや施

行料の単価のちがいによって大きく左右される

性質のものである。そこで，次に利用の内容に

ついて概括的にみておこう。第5表によれば作

業種類劉にみて，もっとも大きなウエイ．トを占

めているのは耕起作業で，大半の組合において

は全利屯田問の30％以上がこれにかたよってい

る。次に大きいのは整地作業で10％内外の禾囎

時聞がこれによって占められている。そのため

耕起，整地作業およびロータ・ベーター利用の

延時間が，トラクター利用総時間に対して占め

る割倉は，28セットのうち60～70％内外の組合

が，60％以上に達している。要するに大半の組

合においてトラクター利用の過半が耕転整地作

業過程に偏しているのである。この傾向は一般

と開拓を比較すればヂ開拓の方のかたよりが一

段と著るしくなっている。これらの作業にくら

べて他の作業のウエイトは，段ちがいに少くな．

つているが，その中で比較的多いものは牧草刈

取作業の10～20％，運搬の5～15％などで，薬

剤撒諦や尿撒布などの作業ではこれを実施して

いる組合が少いばかりでなく，5％以下の利用

時間割合を示しているにすぎない。　したがっ

て，トラクター利用の内容は，耕縁整地を主流

とし，牧草刈取，運搬などが附随的におこなわ

れているのが現状であり，組合聞の差異は，牧

草刈取のウエイトのちがいにみられる程度であ

る。これは利用組合に入っている飼別農家の経

営形態（主として乳牛飼養規模）のちがいをも

っとも明瞭に示している点であるが，圧倒的な
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築5表 作業種類別の利用旧聞の割合による利用組合の分布状況

一囁胃“「｛削
5％
｢溝

5諮％

割糖 20～@25
@％
悔紫雲 40～@45

@％

45～

@罪
50～

@鍔
60～
@70
@％

7G～

@器
80％

ﾈ上

1（一　　般）

@　　　33年 一
1 ユ 2

｝ ｝
4 一

2
一
3 1

一 一

耕　　　起　34年

@　　　　33年

玉3

一2 一4
33 31

皿1 ＝
2一 2｝ 2一

二 二 ＝

整　　　地　34年

uーター　33年

42 41

＝
2一 21

一1 一1 ＝ 一婁 二 ： 　一ｬ　一

ベーター　34年 髄爾
1 1 1

一 一 一
2

｝
1

一 一 一 一

（耕起・整地・ロ心落ーベーター合計）舞

＝ 」 ＝二 ： 三 ： ］ う 2 2 萎 珪 玉 子

33年 一
3 重 2 4

一 一 一
2

一 一 一 一 一
難箪刈取　　　　　3婆年

一
2 6 ：3 2 1

一 一 』 一 一 一 一 一

運　搬舞
量 琴 で

⊃’ ゐ コ 」 三 ＝ コ ＝ ＝ 二 ＝

33年 1 1 1
一 一 ｝ 一 一 一 一 一 一 一 一

薬剤撒聯　　　　　34年
3 2 一 一

1
皿 ｝ 一 ｝ 一 一 一 皿 一

33年 7 2 1
一 一 一 一 ｝ 一 一 一 一 一 一

尿　撒布　34年 6 2
｝ 一 一 一 一 一 一 一 一 ｝ 一 一

（開　　拓）

@　　　33年 一 一 一 一 一
2 3 3 2

一
1 重 1

一
耕　　　起　34年

一 ｝
1

一
1

… 一
1 3 4 2

一
2

一

33年 2 1 ま 2 2 1 1 1
一 一

1
皿 “「 一

概　　　地　34年 1 2 2 3 3
｝ 一

2
一

1
一 一 一 一

μ一ター　33年 一
3

一 ｝ 一 一 一 一
1

一 〔 一 一 一

ベーター　34年 1
一 一

1 1
一 一 一 一 一

1
『 一 一

（耕地整地・ローターベーター合計）舞

＝ ＝ ： ＝ ＝ ＝ ＝ 2 ＝ コ
ぞ 馨 琴 釜

33年 3
｝
2 2 3

｝ ｝ 一 一 一 ｝ 一 一凹 一

牧草刈取34年 3 3 i 6
一 一

1
一 一 一 一 一 一 一

33年 2 1 2 3 1
』 一 一 皿 皿 幽 ㌃一 ｝ 一

纏　　搬34年 4 ギ　2 1 2 1
｛ ｝ 一 一 ｝ 一 一 一 一

33年 一 一 一 一 一 一 一 … 一 一 … 一 一 一薬剤撒布　　　　　3唾壷
1

一 一 一 一 一 一 … 一 一 一 一 一 一

33年 6
一 皿 一 一 一 一 ㎜ 一 一 一 一 一 一尿　撒　布　　　　　34年

9
一 一 ｛ 一 一 一 戸　｝ 一 一 一 一 一 一

主流をしめる耕紙整地過程のウエイトに比較す

れば，とりたてていうほどのちがいではない。

要するに利用内容からみて，ここで対象とする

28の組含はほとんど同質的なものといってよい

と考えられる。次に，事業収入に関連する颪と

して施行料の単価をみると，大半の組含では，国

貸セット導入以前から昏農協において稼働して

いた沓種トラクターの施行料単二を基準にして

きめられている。その概況は第6蓑のごとくで

あって，一般的な利用部薦である耕起（再墾）

作業や，整地（再墾）作業，さらに三門刈取作

業や運搬作業などでも，施行料の単価は大体

100～150円の纏の中にその大半のケースが入っ

ているΦすなわち耕起作業では反嶺5GO～600円

を中心とし，整地作業では反当100～200円が申

心となっており，牧華刈取でも反当100～200円

のところが大半となっている。要するに事業収

入の多寡を規定する作業施行料の単価について

も，また作業別に．みた利用の内容についても，

組含相互間にはさして大きい差がみとめられな
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第6表 施行料単儲別の組合の分布状況（33年度）

羅。2窒鵬燃Q7蹴瀦：鑑1淵：1二雑

耕

耕

整

整

耕

整

牧

運

門門墾）反　当 一 一 一 一 一
2 2 5 2 2 2

一
2

一

起（樗　墾）反　当 一 一 一
8 4 10 2 2

一 一 一 一 一 皿

地二等）反　当 一
3 3 2

一
1
一 一 一 一 一 一 一 一

州（再　墾）反　当 1 16 6 1
一
1
皿 一 一 一 一 一 一 一

起　　整　　地心タベーター）反当

㎜ 一
2 2

一
1 2

一 一 一 一 一 一 一

地（ロータベーター）反当
｝

ユ

一
王 2

一 ｝ 一 皿 一 一 ｝ 一 一

草　刈　取　反　当 一
16 9 1

一 一 ｝ 一 ㎜ 一 一 ｝ ｝ 一

丁　一　時　間　当 一 一
1 1 3 2 1 4 r一 7

一 一 一 一

い。したがって事業内容の良否は，作業施行の

量的な面と，事業支禺の面に，より密接に関連

しているとえいう。

　この場合，特に注意しなければならないこと

は，前掲第4表について指摘された，利用組合

の事業成績と年間総運転時間との闘の関連であ

る。

　そこで次1こ年間運転時間一時間あたりの窺業

支出について分析してみよう。第7表はこれを

示したものであるが，次の諸点が注邑される。

　イ　運転時間一時間あたりの事業支出額は，

　　もっとも少いもので657円，もっとも多いド

　　もので1，484円というようにかなり分散が

　　著しい。しかしこれには，事業収支の黒字

　　を修理整備積立金としてまわしていること

　　に由来するものではないかと思われるふし

　　もあるので，この稜立金を一応除外して，

　　もっとも霞接的な支出部分のみをとりあげ

　　てみると，平均して700円から900円の輻に

　　おちる。　（もっとも少いのは602円，　もつ

　　とも多いのは例外的であるがし343円）

　ロ　そして一時間あたりの事業支出額は，年

　　間総運転時間の規模が大きくなるのに反比

　　例して，漸減する傾向がみとめられる。す

　　なわち6GO時間未満のものでは900円以上，

　　600～800時聞のものでは800円内外，800～

　　亙，000時間のものでは700～900円，1．000～

　　1．200時間のものでは6GO～750円，　という

　　ように逓減傾向を示している。

　ハ　これをさらに，赤字組合と黒字組合に区

　　優しつつみれば，黒字組合については上述

　　の総運転時間と一時間当痩接的支出との間

　　の負の粗関が，かなり明瞭にみとめられる

　　に対して，赤字組合ではこの傾向がほとん

　　どみとめがたく，33年のごときはかえって

　　正の相関を示しているかのごとくである。

　　（詳細な数宇は省略する。）

　二　つぎに主要費目別に一時間当りの支出額

　　をみると，総運転時間の大きいものほど，

　　それに反比例して少くなっている費目は労

　　務費と燃料費であり，総：運転時間の大小鱒

　　かかわりなくほぼ一定額になる傾を示す嚢

　　目は機械（利用）費と修理嚢である。そ

　　の童詩盟については明瞭な傾向がみとめが

　　たいが，一般の管理費においては総運転聴

　　間の大きいものほど大きくなる傾向がみら

　　れる。総じて以上のことから労務費と燃料

　　費が多分に固定費的であり，機械（禾朔）

　　費と修理費が多分に可変費的になっている

　　といえる。　（上記の燃料費の傾向について

　　は疑問な点があるが詳細は半巨らない。）

　要するに以上の慕業支出の内容からみて，一

三的には総運転時間が大きけオtば大きいほど，

一時間当りの直接支出額は低下するが，内容構

成のちがいによってこれがノルマルにあらわれ

ない場合もあり，このことが鐵業収支の赤字，

黒宇とかなり密接な関連をもつているようにみ

られる。もとより先にもふれたようにトラクタ

ーを利用する作業穣類のちがいや，施行料のき

め方で蜘業収支そのものはかなり左右される
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し一勝間当りの直接支出額にもこれが閾係する

ことは明らかである。しかし問題は，共同利用

の組織のあり方，あるいはその運営のされ方が

事業支鐵の内容構成に密接に関連しているとみ

られる点である。たとえば前掲第7表に明らか

なように，労務費は家業雀出の％～％を占める

もっとも大きな費翻となっているが，利稽組合

の労働力（運担手）の保有のしかたによってこ

れが固定費的にも可変費的にもなりうる。固定

費的になるのは専任の運転手（多くの場合は農

協の職員）を6～8ヵ月間あるいは年間を通じ

て雇傭する形の場含であり，可変費的になるの

は組合員申から運転手をだして稼労縫目に応じ

て日当を支給する形の場倉である。これは一例

にすぎないが，共岡利用の絃織についての検討

がこの場合の中心的課題であることは霧易に明

らかとなろう。換言すれば．この種の共肩利用形

態の経済的利点は，単位当りの固定費の負担部

分の軽減にあるわけであるが，組織運営のあり

方のちがいによって本来可変費であるべきもの

第7表 運転時問規模鴉一時間当り事業支出内訳

33年度

労　　務

修　　理

乱　　料

車　　庫

費

二

二

費

　機械費（利用費）

　管　　理　　費

、修理整備積立金

　そ　　の　　他

　　合　　　　計

　　（実質支出）※

34年度

労

鯵

蓋

車

鞘

管

務

理

料

庫

掌

理．

費

費

費

費

費

費

（現場諸費）

修理整舗積立金

そ　　の　　他

　合　　　　計

（実質支禺）※

般

600　罫時｝間　6GO～800

未　　三時　　間

　240

　161

　137

　18

　198

　87

　61

　137

1，G39

　978

278

79

186

41

2工0

62

（9）

110

　4

970

860

220

148

H9
13

186

，2

62

45

885

823

306

　83

圭47

　15

222

重12

（16）

　2蔓

　12

921

897

800～　　　　玉，OOO～

　1，GOO　　　　1，200

時　　間時　　間

　166

　200

　ユ29

　　7

　301

　93
　王36

　62
1，032

　896

224

　62

133

　7
2GO

123

（三1）

　20

　i2

792

772

81

111

57

48

150

105

55

50

657

602

169

　56

107

　51

169

100

（44）

151

　16

819

668

拓

600時間
未　　満

　339

　91

　152

　24
　175

　i38

　81

　63
1，063

　982

　332

　259

　291

　41

　293

　至16

（37）

　141

　11
1，484

1，343

600～800
時　　間

158

101

i61

18

167

121’

　0

45

771

771

275

101

圭23

198

12

（5）

81

52

842

761

800～
　1，000
時　　間

223

66

1蔓2

86

199

106

28

68

918

890

　332

　亙08

　153

　10
　エ82

　45
（20）

　230

　　4

1，064

　834

i，000～

　1，200
時　　間

178

178

132

　0

211

52

（6）

12荏

　3

878

754

註：1　33年度は「畑作山鴬改善機械化対策事業実施概要」より算出。

　　　　34年度は北海道生産連の個別資料より集計算出。

　　2　（現場諸費）は管理費中に含まれる。
　　3　（実質支出）※は（合計）一（修理整備穣立金）を示す。直接的支鳩部分を表すもの。
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第7表（附表） 一時間当り事業支：出の指数

　　　　　　　（〔一般〕の600時聞未満をIOOとするもの）

600時間一満 6GO～800時間 80G～1，000時闇 1，000～乏，200時間

33年i 34隼 33年 i34年 33年 ｝34年 33年 134年

〔一　　　　般〕

労　　　務　　　費 100 116 92 127 69 93 34 70

修　　　理　　　費 100 蔓9 92 52 124 39 69 35

燃　　　料　　　費 王00 136 87 107 94 97 42 78

車　　　庫　　　費 1GO 227 、72 83 39 39 266 283

機鍼　費　（利用費） 100 106 94 1圭2 152 lo圭 76 85

管　　　理　　　費 100 71 圭Q6 129 107 141 121 115

修理整傭積：立金 10G 180 圭02 39 222 33 9G 25

そ　　　の　　　他 100 3 33 ， 45 タ 36 12

合　　　　　　　計 100 93 85 89 ，9 76 63 79

（実　質　　支　出） 100 88 84 92 92 79 62 68

〔開　　　　拓〕

労　　　務　　　費 141 139 66 115 93 139 ｝
74

修　　　理　　　費 57 161 63 63 41 67
｝

11圭

燃　　　料　　　費 1圭1 212 118 90 107 112
｝

96

車　　　庫　　　費 133 228 1GO
一
477 56 一

0

機械費（利用費） 88 148 84 1GO 101 92 一 圭07

管　　　理　　　費 159 133 139 正4 122 52
一

59

修理整備稜立金 133 230 o 133 46 376
皿
203

そ　　　の　　　他 46 8 33 38 50 3
㎜

2

合　　　　　　　　計 102 1些3 74 81 88 102、 一
85

（実　質　支　　出） 100 137 79 78 91 85
一

77

が固定費酌になったり，固定費部分のウエイト

が増大したりすることがあっては，本末顛倒の

そしりをまぬがれがたいことになる。以下では

これらの点をめぐっての概括酌な検討を進めた

い。

　2．利用組合の組織について

　利用組合の組織については大まかにいって次

の二点が主要な問題となる。第～点は利用組合

の構成員として組織される縫家について，その

数，経営規模，経蛍形態等を検討することであ

る。この場含，、トラクターの利用ということに

主眼をおいて考えた利用組合の技徳酌な利用規

模がまず前提されるが，たとえば組合のトラク

ターがカバーする耕地規模を仮に120町と前提

しても，15町の経営規模の農家であれぽ組合員

の規模は8戸であり，6町の経営規模の農家で

あれぽ20戸の組合員を擁することになる。この

ような組織のされかたのちがいは，当然，利朋

組合自体の経営に対しても，またこれに参加す

る鰯々の農家についてみた場合の経営経済効果

に対しても，　多大の影響を与えるにちがいな

い。この点の検討が問題の第一点にほかならな

い。第二点としては，利用纏合の運営をめぐっ

て，その主体，事務処理の担当，労働力（運転

手）雇傭，作業遂行，などを検討することがあ

げられる。ここでは，さきに第7表をめぐって

指摘された点のほか，利用組合の事業遂行上か

ら必要となることと個々の農家の要求とを，い

かに調和させるかといった点もとりあげられね
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ぽならない。本稿では今後の実態調査の準備段

階として，これらの点をごく概括的に，二業実

績の年次統計を中心にして考察する。

　まず組合員の数，その平均な経営規模など

と，雪囲二二事業戎果との竹工をみよう。

　第8表は二二員数と年間総運転時間との関係

をみたものであるが，この表から次の諸点が指

摘される◎

第8表 組合員数と事業内容との関連

較組記数1…時隊満…一・…測…一1。。・噺1・G・一1・G・噺 計

一般　3310戸未満 2（1） ユ 1 4（D
10～20戸 1（1） 1（1＞

20～30戸 3（2） 2（2） 1 6（4）

　　→R0月以上 1（1） 1（1） 1 3（2）

3410戸未満 1 2（1） 2（2） 1 6（3）

10～20戸 1（1） 1ω 2（2）

20～30戸 1（1） 1（1）

30戸以上 2（2） 1（1） 2 5（3）

開拓 3（1）

3（1）

不明1
2

2（1）

不明1

1（1）

3（3）

3（1）

1

1

1

2（ユ）

1

1（1）

1

1

5（2）

2（1）

3（3）

3（1）

6（D
不曙1
3（1）

4（2）

不明正

註　1

　　2

　　3

表中の数値は組合数（集計可能であったもののみ）を示す。

括弧内の数値は赤字組合数を示す。

34年差数値は集計中のものを利用したため若干不正確である。 璽

イ，組含員数規模別に組含数をとってみる

　と，一般では33年には20戸以上の組合員か

　らなる組合が全体の60～70％をしめてい

　た。ところが34年にはこれが大体50％内外

に低下している。換言すれぽ組合員数規模

　の縮小（小組・含員数の組合になる）傾向が

　みられる。これに対して開拓では33年・34

年を通じて10戸朱満の組合，あるいは20戸

未満の組合が60％近くをしめており小組合

員数の組合が多い。

ロ，組合員数の多寡と年間総運転時間との間

には密接な関係がみとめられ，特に一般に

おいては組合員数の少いものほど運転二間

が多く，組合員数の多いものでは逆に少く

　なっている。

　ハ，更に注臼されることは，組含員数の多い

　　組合ほど，実質的な纂業収支の赤字となつ

　　ている組合が多い点である。これは上述の

　　ように，概して組倉員数の多い紐含では総

　　運転時間が少くなっていることに閨連する

　　ものであろうが，運転時間が多くとも赤痢

　　になっている組合もかなりみとめられる。

　　この場合には，組合員をふやし，利用組合

　　総体の利用時間を増すことによって，一時

　　間盗りの事業支出額を低めるというノルマ

　　ルな方向が，何らかの要因によって阻害さ

　　れていることが雛測される。　（その要圏に

　　ついては後述）

　次に，二三員数規模別に，組合員一戸平均の

利用概況をみようQ第9ii蔓がそれであるが局表
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第9表 1　組合員数規模別一芦平均利用時間別組合数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は実質的赤字組合数

（一　般）

・・醐綱2G一・・糊 ・・一・・綱・・一・・劇 80～ C繍
1　100～12G　　時間 1 120時間

@以上
33　年

10戸乗満 一 一 一 一 一 一 一 ｝
1 （D 1 2

　　　　　P0～20戸 一 一 一 一
1 （1）

｝ 一 一 一 一 一 皿 一

　　　　一Q0～30月 4 （3） 3 （2）
一 一 一 一 一 一 ｝ 一 一 ｝

30戸以上 1 （D 1
一 一 一 一 一 一 一 皿 一 一

言卜 5 （4） 4 （2） 1 （1）
一 一

圭 （1） 1 2

34　年

10戸朱満 一 一 一 一 ｝ ㎜ 一 一
圭

一 一

・（不翻

　　　　一｝P0～20戸 ㎜ 一 一 需
1 （D 一 一 一 一 騙 一 一 一

　　　　｝一Q0～30戸 2 （2） 些 （4） 1（不明1） 一 一 一 一 一 一 一 一

　｝R0月以上 1 （D 1
一 一 ，一 一 一 一 一 一 一 一

計 3 （3） 5 （の
2　　（1）

Q（不明D
一 ＿．

1
｝ 一

・（繭8

（開　拓）

33　年

コ0戸未満

10～20ノ淵

20～30戸

30戸以上

　　計

34年
10束　満

　10～20戸

20～30」04

30戸以上

　　計

・・糊瀟｛2G一・・劇・・一・・劇・・一・。剛60～晶ド00講訓120鯉

2

2

2　　）1）
（不明1）

2　　（1）
（不明1）

4　　（4）

4　　（4）

ユ

4　　ω
（不明1）

5　　（1）

（不明1）

2　　（1）

正

3　　（1）

2　　（2）

1　　（重）

3　　（3）

1

2　　（2）

3　　（2）

1

1

2（不明1）

2（不明1）

1

1

の1によれば，　利用組合員一戸平均利用時間

は，一般では40時間未満の組倉がほとんどであ

り，33年，34年を通じて岡じ傾向を示してい

る。これに対して瀾拓では20～60時問となって

いて一般より若干多くなっている。ところが，

利用組合員数別にこれをみると，10戸未満の紐

倉では80時間以上の利用を各戸がおこなってい

るのに対して，20戸以上の組合では40隠間豪満

の利用しかしていないものが圧倒的に多い。更

にこれを詳しくみれば，詞表翼及び溺のごとく

であって，組合員数の多い組合の一戸平均の耕

地類稜は一般に小さく，　5町～7．5町のものが

大多数をしめているのに対して，組合員数の少

い組含のそれは7．5町以上，　あるいは10町以上

のものが多い。しかも各戸の燃一町歩当りの利

胴時間についてみても，組合員数の少い組合で

は利用時間が多いのに対して，組合員数の多い

組合では逆に少くなっている。要するに第9表

の1の背景には，同表の且及びmという事情が
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あるのである。換言すれぽ組合員数の少い組合

は，比較二大経営の農家の小集団で，トラクタ

ー利用が各個の経営にそくしてみてもかなり滲

透している組合といえるが，組合員数の多い組

合は，零細規模の経営で，しかもトラクター利

用に関しても零細利用しかおこなわぬ農家の集

醍といえよう。おそらく貸付対象の選定の際

に，トラクター利用の範闘を蒲提酌に考え，そ

の範圏をそろえるために，農家の集団的な把握

がさまざまにおこなわれたのであろうが，零細

規模の農家の多い地帯では，いきおい組合員戸

数の増大によって，トラクター利用の基準とな

る面積を一応そろえるということがおこなわれ

たのではなかろうか。ところが，大規模農家の

小集団と小規模農家の大集団とでは，実際のト

ラクター利用においては，上述のごとき著しい

差異がもたらされている。それはな：ぜか。

　具体的な実態調査の結果をここで承すことは

できないが，一一そしてこの点が今後の研究課

題の中心的なものの一つであるが一一おそらく

次のようなご二つの点がこの場合の主要な要因を

なしているのではなかろうか。すなわち第一

は，国玉セットが現実にこなしうる1協業の種類

と，これをとり入れることによって個々の経営

が変化しうる内容との関連である。さきにもみ

第9．i表

　匪組合員数規摸鴉一戸平均耕地旙三帰組含数

・・嚇・一・堀τ5袖丁1・田似上

【一般】

10戸未満 一
炉． 1 3

10～20戸 一 「㎜
王

一

　　　r謡Q0～jo戸 2 5
一 一

30戸以上 1 1
一 　　｝

計 3 6 2 3

【開拓】

王0戸未満 一
3 2

一

　　　一P0～20戸 一
2 1

一

　　　…Q0～30戸 一
3

一 一

30戸以上 2
一 一 ㎜

計 2 8 3
一

たように霞貸セットの利用内容の主流は耕蔽整

地過程によって占められている。そしてこれを

利用することによって直接的に影響をうけるの

は，役馬使役（飼養）の癒であるが，これが澗

々の経営においては，主として耕地規模の大小

によってかなり異ってあらわれる。すなわち比

較酌大規模な耕地面積をもつ経営では，國貸セ

ット導入前に2～3頭の役馬を使役していた。

第9表 OI組合員数規模騎利用組含畑一町歩当利周時間別組合数

（　　）　江メヨ寺ま34年

1寸間輔 1・一・時間 ｝・一・醐 i8～10時間 i10～15時間 ！15一・・時間

【一般】

10戸未満 一 一 ｝ 一 皿
（1） 1

一
3 （2）

一
（圭）

｝ゴ旭

工0～20戸 1
一 一

（1）
一 一 一 ｝ ｝ 一 ｝ 一

20～30戸 3 （1） 3 （5） 1 （1）
一 一 一 … 一 一

3G戸以上 1 （1）
一 一

1
｝ 一

（1）
一 一 一 一

　　　計

y開　拓】

5 （2） 3 （6） 2 （2） 1 （D 3 （2）
一

（工）

10戸未滴 ｝ 一
1

一
2 （1）

一
（1） 2 （2）

一 ω

10～20声 一
（1） 1 （1） 2 （1）

一 一ち 髄虚 一 一 一

20～30戸 1
一
2 （3）

一 一 一 一 一 一 一 一

　｝R0戸以上 1 （1） 1 ω 一 一 一 ㎜ 一 ｝ 一 一

計 2 （2） 5 （5） 4 （2）
一

（1） 2 （2）
一

（1）
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しかし国貸セットが入ってきてからはこれを減

らして1～2頭の役馬をのこす状態に変化して

いる。トラクター利用の現状からいっても，ま

た冬季間の運搬などからいっても役馬を完全に

排除するわけにはいかないからである。ともあ

れこのような経営では，国貸セットが入ってく

ることによって，穿下整地過程のかなりの部分

をトラクターに依存することになろう。ところ

が，比較的零細な耕地爾積の経営では，國貸セ

ット導入前の役馬飼養規模（1～2頭）をほと

んど変化させるわけにいかない。その程度の飼

第10表
（一　般）

養規模はトラクターによってカバーできぬ作業

部簡のためにも必要だからである。そしてこの

ような零細規摸の経営では，トラクターと役馬

のこ二元的状態が持続し，結局トラクター利用が

部分的，補足的におこなわれることになる場合

が多い。rどうせ馬を一頭おくのなら，それで

馬耕をしなければ損だ」ということになるから

である。前述の零細農家集団における，トラク

ターの零細規模利用の背景はこのよ5な点にあ

るのではなかろうか。以上はトラクターの利用

の主要な技術的側面についてみたものである

組合員数規模とトラクター実稼働率との関係

60％以下　60～70％　70～80％　80～90％ 90～100ヲ6

10戸朱満 一 一 一 ｝ 一 一 3 （1） 1
一

33
　　　　『G0～20戸 皿 一 一 一 一 一

1 （工）
一 一

　　　　　　
@20～30F年

一 一
1 （1） 1 （1） 2竃 （1） 3 （2）

30戸以上 ｝ 一 一 一
1 （1） 1

一 一 一

計 一 一
1 （1） 2 （2） 7 （3） 4 （2）

10戸未満 一 一 一 一
1

一 2 （1） 1
一

3荏

　　　　一P0～20月 一 一 一 一
1 （1）

一 一 一 一

　　　　　｝@20～30P・N 一 一 一 一
2 （2） 5 （4）

一 一

30戸以上 一 一 一
1 （1） 1

… ｝ 一

計 ㎜ 一 一 一
5 （4） 8 （5） 1

一

（開　拓）

　　10戸朱満
33

　　10～20戸

　　20～30戸年

　　30戸以上
　　　　計

　コ0戸来満34

　　10～20戸

　　20～30戸年

　　30戸以　上

　　　　計

60％以下

ユ　（D

1　（1）

60～70％

1

1

（i）

（1）

70～80％

1

1

2

4

三

ユ

i

（1）

（1）

（2）

（4）

（1）

3　　（1）

80～，0％

3　　（1）

1　　　一

1

5

3

2

1

1

7

（D

（1）

（1）

（2）

90～100％

1

1

1　　（1）

3　　（1）

註　1．

2．

飛

組合員数は便宜的に33年のものを用いた。

　　　　　　　　　　（総運転時闇）一（移動時間十修理時間、
トラクター実稼働率は

の，

（

　　　　　　　　　　　　（総運転時間）

この割合別に組合数を計算し作成した。

）内は実質的赤字親合数を示す。

　　　を示したも（％）
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が，経鴬の大小によってかような差が生まれる

要国の第こ二の点としては，一一般的に指摘されて

いる生産的装備の曲直性との馬連がある。換言

すれば，　生産手段の装備の充実の度合によっ

て，　あるいは生産技術の水準のちがいによっ

て，トラクターの利用に期待する度合は著しく

異る。たとえば尿溜設置の有無と尿毒泰のため

のトラクターの利用，更に尿撒布による増収な

どの衝での関連が階層によっていかに異るかは

いうまでもあるまい。これはおそらく，輪作や

施肥量の階層性が，トラクターによる深耕の効

果のあらわれ方の上にも，かなり密接に関連し

ているのではないかと思われることにもつらな

るであろう。要するにトラクターによる収葦の

増大に対する期待が階層によってかなりことな

り，それがトラクター利期に対して積極的にな

る経黛と，消極的に「つきあい程度」にしか利

画しない経営との差を生みだしているのではな

いかとみられるのである。

　ともあれ，組合員数規模の大きい組合では利

用時間が相対酌に少く，事業内容もあまり良好

ではない「赤字組合」が多いようであるが，そ

の理由はさきにもみた審業支出の内容に関連す

る。すなわち単位当りの葱業支鐵額は一般に利

用規模の増大に反比例して逓減すると考えられ

るから，利用時間が少なければ謝誌につき，そ

の結果赤字の融業収支となることは自明であろ

う。しかし，総合員数規模の大きい組合の中に

は，利用時間が多いのに，単位当りの審業支配

額が面高になっている組合も少なくない。換卜

すれば心用規模の増大に比例して単位当りの事

業支出が増大している組含もあるのである。

　この場含に考えられることは，利用組織のち

がいによつて，トラクターの利用の効率の差が

もたらされているのではないかという点であ

る。そこでトラクターの総運転時間のうち，実

階こ作業のために利用された時間の綱合を求め

てみると第10蓑のごとくである。これによると

必ずしも明瞭な傾向ではないが，組合員数の多

い組含では相対的にこの実稼働の割合が低く，

組合員数の少い組合ではこれが高くなっている

ようにみとめられる。　このひらきは33年の一

般，33年・34年の開拓についてほぼ10～20％の
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ひらきとなっているが，特に10戸未満の組含と

2σ戸以上の線含との聞にかなり鮮明にあらわれ

ている。このような差が生まれる原因は，一つ

には組合員数が多くなるのに比例して，移動時

間が多くなっていることによると共に，もう一

つには，組倉員数の多い組合～，したがって

組合員の経営が概して零繕規模であり，トラク

ター利用の規模も零細であること，更にその零

細な利用が時期的にいくつかに細分されている

こと一であることに由来する移動時間などの

一層の増大によるとみられる。この点を若干敷

慶しておこう。組合員数が多くなることによっ

て，移動時間が多くなることはほとんど自明で

あろうが，組合員1数が多いと，これが一層加重

される理由としては，共同利用の一つの原則と

もいうべぎ「平等性」が働くからであるとみら

れる。すなわち，特定の作業についてみたとき

には，いうまでもなく一定の作業適期がある◎

その適期内に組合員の要求する作業墨を　「平

等」にこなすためには，適期の輻と作業量と作

業処理能力によって，次のような作業遂行の型

がありうる。一つは各個別農家の作業量を一戸

一揮片づけてまわって行くシステム。もう一つ

は各個別農家の作業董をいくつかに細分して，

組合員の作業のローテーションを何圓かくりか

えすシステム。前考は防除とか，地帯によって

は牧草刈取といった，トラクターの作業処理能

力が大きく，個別の作業量が比較的少く，しか

も適期の幅の大きい作業についてみられる。と

ころが後者は，耕起・整地などといった個別の

作業量がかなり大きく，適期の蠣の比較的小さ

い作業についてみられる。この場合には，利用

組金員の各個別の圃場のうち，まずビートf向付

予定地を一通りまわり，次にイモ作付予定地を

一通りまわり，次に豆類作付予定地をまわると

いうように，組合員相互間のトラクター需要の

競合を，できるだけ圓避する形をとらざるをえ

ない。個別に一入の組合員の全圃場の一点・整

地を完了して次の組合員の圃場の作業にとりか

かるというシステムでは，時期的に著しく不平

等になってしまうからである。このような平等

性に対する配慮の必要性は，澗稽組倉の戸数が

多くなればなるほど強くなり，したがって一戸



一戸についてみたトラクター利用の件数の増大

と，一件当りの作業量の細分化が強められるこ

とになる。更に，特に耕起・整地の時期には，

一作業国内における作業種類の錯綜も激しくな

る。たとえば午前中プラウを曳ぎ，午後からデ

スクハローをカ・け，夕方をこなってスパイクハロ

ーの作業をおこない，夜間にはプラウ作業をお

こなうといった具合である。これによっても移

第1俵 作業施行規模別f’｝三業能率

（S．33） プ ラ ウ　（上幌延）
＼…＿作業規模 一・1・一55－1・レ・一15115一・・2・一

作業件数
作　業　：亀

作業時間
1時問当り作業貴

移動時間
三件屠り移動時間

　3件
4．0反

5時40分

　O反7

　6
15。5

11．OO

1．4

　7
50．4

29．30

1．7

　3
30．G

18。00

1．7

　19
99．臼

64．io

1．6

17．OO

．54

（S．33） 再　　　1墾　　士也　　プ　　　ラ　　　ウ　　　　（東問寒別）

作　業　件　数 1件 16 13 11 4 2 47

作　　業　　量 1反0 “43．5 85．9 ’工28，5 62．0 42．G 362．9

作　業　時　問 時12分 21．30 46．00 50．30 24．00 13．⇔0 155．12

1時間当り作業壷 5反0 2．0 1．9 2．5 2．6 3．2 2．3

移　動　時　間 一 一 一 一 ｝ 一 14．18

（S．34） 再　墾　地　プ　ラ　ウ　　（東問寒別）

作　業　件　数 一 2件 3 蔓 正 1 11

1乍　　業　　量 一 8反5 18．0 475 15．0 20．0 正09．0

作　業　時　間 一 2時42分 9．G6 18．48・ 5．00 6．OG 4L36

1時間当り作業星 〔 3反0 2．0 2．5 3．0 3．3 2．6

移　動　時　闘 一 一 一 ｝ 一 一 5．42

（S．33） 再　 墾　 地　 整　地　　（東問寒別）

作業件数
作　業　驚
作業時間
1時間当り作業量：

移動時間

　1件

1反0

時30分

2反0

　18
58．5

三9．00

3．1

　12
805

27．00

3。4

　5
57．0

17，00

3．4

　4
63，0

20．00

3，2

　3
82．0

20．30

4．0

　43
342．Q

玉04．0

3．3

11．30

（S．34） 再墾地整地（東闘寒別）
作　業　件　数 、｝ 5件 3

｝
2 1 11

作　　業　　壷 一 21反2 17．0 一 33．5 25．5 972

作　業　時　聞 一 7時00分 4．54 ㎜ 7．48 7．OO 26．42

1時澗当り作業蚤 一 3反 3．5 ｝ 4．3 3．6 3．6

移　動　時　間 一 一 一 一 一 一 2．30
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動時閥，装着時聞などによって実稼鋤時間が減

殺されるわ砂である。以上は共同利用における

平等性の要詰にもとつく作業の細分化の側面で

あるが，もう一つには，一般的に指嫡される零

細経営における圃場（作付）の細分性である。

これによってもトラクターの利用は，大規模経

営の場合よりも細分化してしまう。これらの事

情によって，多くの場合零細農家の集団である

組含員数の多い組合は，トラクターの利用の効

率が低くならざるをえないのであろう。

　もう一つ考え．られることは，かようなトラク

ター利用の細分化による，トラクター作業能率

鋼俵

そのものの低下である。これは改めていうまで

もなく，トラクターの作業駐能を十分発揮しう

るために必要とされる園場の規模，形状が技術

的に考えられる場合，そのような規模，形状に

なっていないことによって生ずる。たとえば圃

場の不整形や，整形にしても正方形の場含と長

方形の場合のちがい，等々がこれである。この

面については今後の技術的なデーターの蒐集に

よって適正な圃場形態や面積規模が明らかにな

ろうが，さしあたり作業施行の醸稜規模と作業

能率との関係を，具体的な国貸セットの資料に

よつてみれば第i1表の1，　II，雁のごとくであ

作業施行規摸測作業能率　歴

（S。33） 耕　起　整　地　（ロータペーター）（東問寒別）

一・i・一・ ・一1・11・一15t15一・・［・・一 計

作　業　件　数

作　　業　　量

作　業　時　間

工時間当り作業最

移　動　時　間

　2件
　2反6

1時30分

　三反7

　5
14．5

8，00

1．8

　　4

28．5

10，00

　2．9

　1

　10

昏，30

2．2

　i2
55．6

24．00

　エ．タ

護．00

（S．34） 耕起　整地　（・一結ベーター）（東問寒別）

作　業　件　数 4件 23 26 12 5 1 71

作　　業　　量 5反5 74．0 175．8 139．0 80．0 3α0 504．3

作　業　時　間 4時30分 39．24 86．00 53．12 30．48 i2．42 226．36

」時閥当り1乍業最 ユ反2 玉．9 2．0 2．6 2．6 2．4 2．2

移　動　時　間 一 一 皿 ｛ ｝ 一 20．06

（S，33） 耕起整地（ロータベーター）（上幌延）

作　・業　件　数

作　　業　　凶

作　業　時　間

1時間当り作業量

移　動　時　間

　11件

　10反7

9隣20分

　1反1

　30
97．8

72．20

　1．4

　　43

278．7

175．20

　1．6

　重3

15圭。0

80．30

　1，9

　　3

53．4

29．3G

　1．8

　　工

25．0

10．00

　2．5

　101

6i6．6

377．00

　1．6

49．50

（S，34） 耕　起　整　地　　（ロータベーター）　（．ヒ幌延）

作　業　件　数 3件 22 38 1王 5 ユ 80

作　　業　　蚤 4反2 69．G 2荏5．4 119．7 82．8 20．5 541．6

作　業　時　間 3時30分 33．GO 11530 58．30 29．GO 8．00 ’　247．30

1時聞当り作業量 仮2 2．1 2．1 2．o 2．9 2．6 2．2

移　動　時　間 一 一 一 一 一 一 45．00

42



る。　（この資料は34年に実態調査をおこなった

2利用組垣一幌延村上幌延及び東問寒別一の作

業録誌から集計したものである。）これによると

耕起・整地作業では5反あるいは1町以上の団地

における作業能率が，それ以下の零細地貫にお

けるそれよりも～段と高くなっている。ロータ

ベーターについても同様に1町あるいは1町5反

以上の作業規模においてきわめて能率が高い。

モーアも一撰タベーターと同様である。ところ

が，作業件数についてみると，2～5反及び5反～

王町の作業規模の利絹件数が圧倒的に多いよう

である。結局，かような零細規模の農家集団から

なる利幣病舎においては，トラクターの作業性

能をフルに発揮できぬ形の利用が支配的である

とみられる。そしてこれが，トラクター利用の効

率の低さ，ひいはてトラクター利用事業成績の

不振の原因をなしているとみられるのである。

　次に組織の運営のありかたについてふれてお

こう。第7表に関連して若干ふれたが，事業支

出の主要費目についてみると，組織のありかた

第1俵 作業施行規摸別f乍業能率韮1

（S．33） 牧 草 刈 取　　（上　蜆　廷）

、一麟磐反）一・ 2～5 ・一1・i1・一15i15一・…一 計

作　業　件　数

作　　業　　量

作業瞬間
1時間当り作業量

移　動　時　間

1件当り移動時間

　7件
　18反5

5時10分

　3反6炉

　13
82．0

互9．50

　4，1

　　7

78．5

16．10

　4．9

　　4

63．0

12。00

　5．3

　31
242，0

53．10

　4．6

27．40

53分5

（S．3唾） 牧 草 刈 取　（上　幌　延）

1乍　業　件　園

丁　　業　　量

作　業　隠　間
1　紆芽間当　り　rF諜…養を

移　動　時　間

1件当り移動時間

　　5｛牛

　5反5

2時45分

　2反0

　29
90．6

28．10

　3．2

　32
圭95．4

6圭．45

　3．4

　　8

91．0

24．GO

　3．8

　2
33．0

6．30

5，1

　　76

415．5

123．圭0

　3．4

60．3G

47分8

（S．33） 牧 草 刈 取　（葉問寒別）

作　業　件　数

作　　業　　量

作　業　時　間

ユ時間当り作業量

移　動　時　間

　2件

　2反5

時30分

　5．0

　9
28．0

6，12

婆．5

　28
195．5

33，30

　5．8

　12
138，0

21．00

　P6．6

　3
52．0

7．30

6．9

　　4

98．0

13．00

　7．5

　58
514．0

81。42

　6．3

12．GG

（S．34） 牧 草 刈 取　　（東問寒別）

作　業　件　数

作　　業　　量

地　業　時　間

1時間当り作業量：

移　動　時　間

　3件

　3反5

時42分

　5反0

　29
92．6

16．36

　5．6

　36
2襲．7

39．24

　6。2

　20
219．0

31β6

　6，9

　3
5些．0

6．54

7．8

　1
25．0

3．重2

7．8

　92
637．8

98。24

　6．5

23。2蔓
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によって，本：来可変費的であるはずのものが，

固定費的な状態になっているものも少くない。

副詞利用の本来の経済酌利点が，単位当りの固

定費の節減にあるのに，組織の拡大，あるいは

その運営のされ方によって，かえって固定費の

かさみとなってあらわれることは重大な問題で

あろう。その原因としては，組合員数の増大に

よる事務量の増大（元来，事務処理の繁雑とい

う亡とがこの事業の難点であるという声も，利

用組合の幹部の中にあるが，それをはなれても

組合員数の増大によって学務董がふえる），　こ

のことによる管理費絹の増大，がまず第一にあ

げられよう。多くの場合，これらの点は農協あ

るいは縮瞳に依存するところが大きいが，逆に

いうと畏協あるいは開門が，利朋組合のイニシ

ヤテイブをとることによって，事業成果に影響

を与える場合も少なくない。第二にあげられる

ことは，先にも述べたが，労務費の問題であ

る。中合員の中から，あるいは性命員の子弟の

中から，トラクター運転の導任者を出している

組合では，労潴費が比較的少なくてすむばかり

でなく，その費盟の性格が可変費的であり，組

合運営上からみても好ましい状態になってい

る。ところが，組目員数が多く，そのため組合

員の中からトラクター運転の専任者をひきうけ

る者を出すことが困難な場倉には，農協，聡協

の技術職員を便宜的に雇傭しているケースが多

い。そしてこの場合には労務費が固定費として

泣羅づけられているケースが多い。要するに組

合員数規模によって，遡営の主体が利駕組合自

体におかれるか，農協，腸協におかれるかの差

が生まれ，これが事業支畠の内容構成ならびに

絶対額に大きな影響を与えるものと考えられ

る心なお利用組合の中に｝ま，組倉員の中にトラ

クターの運転専任者を作るばかりでなく，更に

各組合員が運転技術を翌得して，トラクターの

rもちまわり個別利用」を考えているケースも

あるが，この場合には費用の面では一応合理的

にみえるが，機械の管理という彌からは問題が

あろう。他の農機具にみられる「もちまわり個

別利用」の形の共同化においても，いくつかの

難点があるといわれているからである。この難

点を園避するためには，やはり，紹合員の中

鰻

の，特に半ば潜在失業的な状態にある二，三男

労働力を，利幣組合の専任運転手として羅幽す

ることであろう。この点を考慮に入れると，ど

のような農家群をとらえて，利朋組合が構成さ

るべきかも問題となる。更に，先にもふれたが

，トラクター聖業の遂行にあたって，組合員の

圃場をどのようにまわるべきか，あるいは組合

員の圃場の整傭をいかに進めるべきかという点

も，運営上の大きな問題である。そしてこれに

対応させて施行料の算定方法も，現在支配的な

反当いくらという形ではなしに，もっと合理的

な形でおこなうべきであろう。

　また，員外利用についても∫これをどの程度1

おこなうべきか，利用組合の醸業収支をよくす

るためには員外利期が一つの支柱になるが，こ

れに依存する度合はどの程度であるべきか，な

どが問題となろう。

　これらの運営上の諸問題は，具体酌な鱗実を

基礎にして，今後，検討をかさねなければならな

い。

要　約 今後の問題点

　以上の概況把握から，今後実態にそくして検

講ぜねばならぬ二・三の点が指摘される。要約を

かねて箇条書的に述べてみよう。

　イ，築業発足以来の経過年数が少いので，必

　　ずしも明確なことはいえないが，28の利用

　　組含の中には，意外に利用時間の少いもの

　　や事業実績の不振なものが，かなりみうけ

　　られる。しかもこれら事業不振の利用組含

　　は，その組織の蕨でいくつかの大きな問題

　　をはらんでいるとみられる。

　ロ，まず第一に指摘されることは，利用組閣

　　の構成員として組織される農1家についての

　　検討の必要性である。経営形態，経営規模

　　に応じて，何地位の構威勢からなるのが，

　　無期組含の運営にとって墓ましいか。ま

　　た，それが個々の農業経営に対してはどう

　　であるか。

　ハ，次に指摘されるのは，組織の運営自体：

　　にそくしてみて，いかなる運営が望まし

　　いかという点である。利用計画のたて

　　方，茶味実施のおこない方，窺務酌な面の



　処理のしかた，更には員外利用の計爾，実

　施のおこない方，等々がこれである。．

二，更にこの事業が「畑作経営改善」を標榜

　していることに関連して，その目的を充分

　達成しうるように，トラクター利用の薦に

　おいて個々の経営改善といかに関連づけら

　るべきか，そのためには技術的，経済的に

　解決されねばならぬ点がどこにあるか，等

　々を明確にしなければならない。これは，

　ロ及び，ハとも衰裏一体の隣係にある問題

　である。

ホ，総じて，この種の共同利用は，トラクタ

　一を利用する部面に間してのみの共同であ

　るから，個々の経営の改善に鰐して実効を

　もつ部磁も限定的なものに止まる。　しか

　し，この限界を打破して一層生産力をのば

　すためにはどうしなければならないかとい

　う点も，この事業の今後の展望という形で

　問題とされなければならない。

　　　　　　　　　　　　　（1960．8。20）
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